曹洞宗規程中一部変更案

曹洞宗選挙規程中一部変更案

総　務　部　
	変　更　案
	現　　　行
	事　　由

	
	
	

	第１節　議員の定数、選挙区
	第１節　議員の定数、選挙区
	

	
	
	

	（選挙権）
第４条　本宗の僧侶である者のうち、本章第４節の規定により、確定した選挙人名簿に登録されたものは、　選挙権を有する。
	（選挙権）
第４条　本宗の教師及び教師補である者は、選挙権を有する。


	選挙権の具体的規定は第４節において　定めるため、字句を整理

	
	２　前項の規定にかかわらず、次に　掲げる者は、選挙権を有しない。
	不要な項及び号を　削除

	
	　（１）　本章第４節に規定する選挙人名簿で確定した当該名簿に登録されていない者
	

	
	　（２）　准教師である者
	

	
	　（３）　謹慎以上の懲戒に処せられ、その期間中にある者
	

	（被選挙権）
第５条　前条の規定により選挙権を　有する者のうち、本宗の寺院住職　であるものは、議員の被選挙権を　有する。

	（被選挙権）
第５条　本宗の寺院住職であって選挙権を有する者は、議員の被選挙権を有する。
	被選挙権の定義の　明確化を図るため、字句を整理

	２　前項の規定にかかわらず、選挙告示後２０日現在において次の職に　就任中の者は、被選挙権を有しない。


	２　前項の規定にかかわらず、選挙告示後２０日現在において在職中の　宗務庁の役職員、審事院の役職員、宗務所の役職員及び教区長は、　　被選挙権を有しない。
	被選挙権を有しない者について号立てとするため、字句を　整理

	（１）　宗務庁の役職員（宗務総長及び部長である者を除く。）及び嘱託員

（２）　審事院の役職員

（３）　宗務所の役職員

（４）　教区長
	
	

	
	３　前項の宗務庁の役職員のうち、　宗務総長及び部長の職にある者は、被選挙権を有する。
	第２項第1号に移設するため、削除。

	
	
	

	（議員の失職）

第６条　議員は、次の各号のいずれかに該当するときは、その職を失う。
	（議員の失格事由）

第６条　議員が、次の各号のいずれかに該当するときは、その資格を　　失う。
	見出しの変更
懲戒規程に合わせ　字句を整理

	（１）　当該選挙区で選挙権を失ったとき、又は当該選挙区の　本宗の寺院の住職でなくなったとき。
	（１）　当該選挙区で被選挙権を　失ったとき。
	明確化を図るため　字句を整理

	（２）　前条第２項各号に掲げる　役職員、嘱託員又は長に就任したとき。
	（２）　前条第３項の規定に該当する者以外の者で、同条第２項に該当する職務に従事した　とき。
	第５条変更による　字句の整理

	（３）　曹洞宗懲戒規程により、謹慎以上の処分を受けたとき。
	
	懲戒規程と整合を　図るため号を追加。

	
	
	

	第４節　選挙人名簿
	第４節　選挙人名簿
	

	
	
	

	（登録）

第７条　本宗の教師及び教師補である者は、選挙人名簿（様式総務第　　１号）に登録する。
	（登録）

第７条　本宗の教師及び教師補である者は、選挙人名簿（様式総務第　　１号）に登録する。
	

	２　前項の規定にかかわらず、曹洞宗懲戒規程における謹慎以上の懲戒に処せられ、その執行が終わるまでの者は、選挙人名簿に登録しない。
	
	謹慎以上の懲戒を　受けた者を登録から　除外するため、規定を新設


	（選挙人名簿の修正禁止）
第１４条　確定した選挙人名簿は、　次の各号による登録された者の氏名を削除する場合を除き、修正する　ことができない。

	（選挙人名簿の修正禁止）
第１４条　確定した選挙人名簿は、　修正することができない。ただし、登録された者が死亡し、若しくは　除籍され、又は第４条第２項第３号に該当するときは、これを削除　　する。
	選挙人名簿の取扱いの充実を図るため、現行ただし書規定を号立てし、字句を　整理

	　（１）　教学部長から、選挙人名簿に登録された者の僧籍の削除又は除籍に係る通知を受けたとき。
	
	僧籍の削除と僧籍の除籍について、第１号を新設

	　（２）　選挙人名簿に登録された者が、曹洞宗懲戒規程により　謹慎以上の懲戒に処せられた通知を受けたとき。
	
	分限剥奪や分限停止の懲戒処分がなされた場合について、　第２号を新設

	２　選挙人名簿の作成期間中に教区の分合等によって異動を生じたときは、宗務所長は、第９条の規定に　かかわらず、確定した選挙人名簿に基づいて、当該教区ごとに第８条の例に準じ選挙人名簿を作成し、　　第９条第２項の規定の例に準じ処置しなければならない。
	２　選挙人名簿の作成期間中に教区の分合等によって異動を生じたときは、宗務所長は、第９条の規定に　かかわらず、確定した選挙人名簿に基づいて、当該教区ごとに第８条の例に準じ選挙人名簿を作成し、　　第９条第２項の規定の例に準じ処置しなければならない。
	

	３　前２項の規定による選挙人名簿の修正は、当該宗務所長が行なう。

	３　前２項の規定による選挙人名簿の修正は、宗務所長の申告により、　総務部長の指示を受け、当該宗務所長が行う。
	事務の簡素化を図るため、字句を削除

	４　第１項による確定した選挙人名簿の修正は、第２９条第５項による　宗達による通知を受けた日から当該選挙執行の終わる日まで留保する。
	
	選挙執行中における選挙人名簿の修正を留保するため第４項を新設

	
	
	

	第５節　投票区及び開票区並びに選挙事務
	第５節　投票区及び開票区並びに選挙事務
	

	
	
	

	（欠員補充の特例）

第２８条　本章第７節によって定められた選挙期日から２年以内に議員に欠員を生じたときは、第８０条　　第３項の例に準じ当選人を定め、　内局において同条及び第８１条の　例に準じ手続を行なう。

	（欠員補充の特例）

第２８条　選挙の日から２年以内に　議員に欠員を生じたときは、第８０条第３項の例に準じ当選人を定め、内局において同条及び第８１条の　例に準じ手続を行なう。
	選挙の日について、明確にするため字句を整理

	
	
	

	第７節　選挙期日
	第７節　選挙期日
	

	
	
	

	（選挙期日）

第２９条　議員の任期満了による総選挙は、議員の任期が終わる日の前　３０日以内に行い、その期日は庁議において定める。

２　宗議会の解散による総選挙は、　解散の日から４０日以内に行い、　その期日は庁議において定める。

３　補欠選挙及び再選挙は、告示の日から３０日以内に行い、その期日は庁議において定める。

４　前３項の規定により選挙期日が　定められたときは、内局は、速やかに、各宗務所長に宗達により通知しなければならない。

５　宗務所長は、前項の宗達を受けたときは、５日以内に、これを当該　　宗務所管内の教区長に文書をもって伝達しなければならない。

６　教区長は、前項の伝達を受けた　ときは、直ちに、その期日を投票区内の選挙人に文書をもって告知しなければならない。
	（選挙期日）

第２９条　議員の任期満了による総選挙は、議員の任期が終わる日の前　３０日以内に行い、その期日は庁議において定める。

２　宗議会の解散による総選挙は、　解散の日から４０日以内に行い、　その期日は庁議において定める。

３　補欠選挙及び再選挙は、告示の日から３０日以内に行い、その期日は庁議において定める。

４　前３項の規定により選挙期日が　定められたときは、内局は、速やかに、各宗務所長に宗達により通知しなければならない。

５　宗務所長は、前項の宗達を受けたときは、５日以内に、これを当該　宗務所管内の教区長に文書をもって伝達しなければならない。

６　教区長は、前項の伝達を受けた　ときは、直ちに、その期日を投票区内の選挙人に文書をもって告知しなければならない。
	

	
	
	

	第８節　候補者
	第８節　候補者
	

	
	
	

	（候補者）
第３０条　被選挙権を有する者が候補者となるには、その被選挙権を有す者が、選挙告示の日から選挙期日前２０日までに、大本山永平寺系又は大本山總持寺系のいずれかの系別の候補者となる旨を明記して、候補者届（様式総務第２号）を選挙長に　届出て、かつ５０万円に相当する　額面の普通郵便為替証書（ゆうちょ銀行が発行したものに限る。）を　選挙長に供託しなければならない。
	（候補者届等の提出）
第３０条　候補者は、選挙告示の日から選挙期日前２０日までに、永平寺系又は總持寺系のいずれかの系別　から立候補する旨を明記して、宗議会議員候補者届（様式総務第２号）に、供託書（様式総務第４号の１）、附帯契約書及び供託金を添えて、選挙長に届け出なければならない。
	見出しを変更

候補者、並びに供託金の額を明確化するため、字句を整理し、供託書については第３４条に移設

	２　前項の規定にかかわらず、選挙権を有する者が、被選挙権を有する他の者を候補者にしようとするには、その選挙権を有する者が推薦人と　なり、候補者に推薦する者の承諾を得て、選挙告示の日から選挙期日前２０日までに、大本山永平寺系又は大本山總持寺系のいずれかの系別の候補者とする旨を明記して、候補者推薦届（様式総務第３号）を選挙長に届出て、かつ５０万円に相当する額面の普通郵便為替証書（ゆうちょ銀行が発行したものに限る。）を　選挙長に供託しなければならない。
	２　選挙人名簿に登録された者が他の者を候補者に推薦するときは、前項の例に準じ宗議会議員候補者推薦届（様式総務第３号）に、供託書（様式総務第４号の２）、附帯契約書　及び供託金を添えて、選挙長に届け出なければならない。この場合に　おいて、候補者の承諾書を添えなければならない。
	推薦による候補者の手続について明確化を図るため、字句を整理



	３　前項による推薦人及び候補者は、同一選挙区内の選挙人名簿に登録　された者に限る。
	
	推薦による候補者、及びその推薦人の　条件について明確化を図るため、第３項を新設

	
	
	

	（供託物の保管及び返還）
第３４条　選挙長は、第３０条第１項及び第２項に規定する普通郵便為替証書の供託を受けたときは、速やかに候補者又は推薦者に供託書（様式総務第４号）を交付しなければならない。
	（供託金）
第３４条　宗議会議員候補者届又は　宗議会議員候補者推薦届を届け出ようとする者は、候補者１人について供託金５０万円を郵便為替をもってその届書に同封し、供託書及びその附帯契約書とともに、選挙長に届け出なければならない。
	見出しを変更

供託物の取り扱いにつき整備するため、条文全体を整理

	２　前項の供託物は、当該選挙の執行が終わるまで、厳重に保管し、次の各号のいずれかに該当する場合は、供託物は、当該選挙区の選挙長の　所属する宗務所に帰属するものと　する。
	２　前項の供託金は、次の各号のいずれかに該当するときは、これを宗務所の臨時収入に繰り入れるものと　する。
	供託物の保管、返還及び帰属先について字句を整理

	　（１）　候補者の得票が第８０条　第１項後段に規定する数に　達しないとき。
	　（１）　候補者の得票が第８０条　第１項後段に規定する法定数に達しないとき。
	字句を整理

	　（２）　候補者が選挙期日前２０日の日以後に候補者であることを辞退したとき。
	　（２）　候補者がその届出の期限後に候補者であることを辞退　したとき。
	候補者辞退の期日について明確化を図るため、字句を整理

	　（３）　第８１条により、通知を　受けた当選人が、その当選を辞退したとき。
	
	当選人が当選を辞退した場合について、第３号を追加

	３　前項の規定にいずれも該当しないとき、又は候補者が被選挙権を失うに至ったときは、選挙長は、供託物を供託者に返還しなければならない。

	３　前項の規定にかかわらず、候補者が被選挙権を失うに至った場合は、供託金は返還するものとする。
	選挙長が受託する　供託物返還について明確化を図るため、字句を整理

	４　当該選挙の執行ののち、前項の　取り戻しをするときは、第３４条第　１項により交付を受けた供託書を、選挙長に返却しなければならない。
	
	供託書の選挙長返還について、第４項を新設

	
	
	

	第１１節　投票立会人
	第１１節　投票立会人
	

	
	
	

	（投票立会人の指名）
第４４条　投票立会人が欠けたとき、又は定数に満たないときは、投票　管理者は、当該選挙区の選挙人の　うちから、２人に達するまで、投票立会人を指名しなければならない。
	（投票立会人の指名）
第４４条　投票立会人が欠けたとき、又は定数に満たないときは、投票　管理者は、選挙人のうちから、２人に達するまで、投票立会人を指名　しなければならない。
	投票立会人の指名について制限を設けるため、字句を追加

	
	
	

	第１２節　投票所
	第１２節　投票所
	

	
	
	

	（投票録及び送致目録の作成）
第５０条　投票管理者は、宗議会議員選挙投票録（様式総務第９号）、宗議会議員選挙送致目録（様式総務第１０号）各々２通を作成し、投票立会人とともに署名押印し、そのうち各々１通を当該開票管理者に送致し、他の各々１通は選挙期日から　２年間保管しなければならない。
	（投票録及び送致目録の作成）
第５０条　投票管理者は、宗議会議員選挙投票録（様式総務第９号）、宗議会議員選挙送致目録（様式総務第１０号）各々２通を作成し、投票立会人とともに署名押印し、そのうち各々１通を当該開票管理者に送致し、他の各々１通は議員の任期中　保管しなければならない。
	投票録及び送致目録の保管期限を第２８条に合わせ変更し、字句を整理

	
	
	

	第１４節　郵送投票
	第１４節　郵送投票
	

	
	
	

	（郵送投票による投票用紙の送付）
第５７条　投票管理者は、前条に定める申請により郵送投票の承認をしたときは、当該選挙人に対し、直ちに投票用紙１枚を一般書留郵便又は簡易書留郵便によって送付しなければならない。
	（投票用紙の郵送）
第５７条　郵送投票の承認を受けた　選挙人に対し、投票管理者は、直ちに投票用紙を一般書留郵便又は簡易書留郵便で送付しなければならない。
	見出しを変更

投票用紙の送付に関し、字句を整理

	２　前項の投票用紙を受け取った選挙人は、その投票用紙に、選挙の種類による記載方法を定めた第４０条の規定に従って、自ら候補者の氏名を記載し、これを様式総務第１２号に定める護封筒（以下「護封」という。）に封入し、さらに様式総務第１２号に定める外封筒（以下「外封」という。）に封入し、投票閉鎖時刻までに到着するよう一般書留郵便又は簡易書留郵便により投票管理者に送付しなければならない。
	２　前項の投票用紙を受け取った選挙人は、その投票用紙に、選挙の種類による記載方法を定めた第４０条の規定に従って、自ら候補者の氏名を記載し、これを封筒（護封）に封入し、その裏面に署名押印のうえ、　さらに郵送用の封筒（外封）に封入し、投票閉鎖時刻までに到着する　よう一般書留郵便又は簡易書留郵便で、郵送投票護封及び外封（様式　総務第１２号）により投票管理者に送付しなければならない。
	郵送投票に関する手順を明確にするため、字句を整理

	３　前項の投票用紙を封入した外封は、選挙人の僧籍所在地、寺籍番号、現住所及び氏名を記載しなければならない。
	３　前項の投票用紙を封入した郵便物の外封には、選挙人の僧籍所在地、寺籍番号、現住所及び氏名を記載しなければならない。
	字句の整理

	４　投票管理者は、投票の当日、投票立会人の前で、郵送投票の有効又は無効を調査し、有効なときは、在中の投票用紙を投票函に投入する。
	４　投票管理者は、投票の当日、投票立会人の前で、郵送投票承認の有無を調査し、異議がないときは、在中の投票を投票函に投入する。
	投票の有効、無効に関する事務について、明確化するため字句の整理

	５　投票管理者は、前項により無効　と判断した投票用紙、護封及び外封　並びに有効と判断した投票用紙　　の護封及び外封は、選挙期日から　２年間保管しなければならない。
	５　郵送用の外封及び護封は、投票管理者が、議員の任期中保管しなければならない。
	投票管理者が保管する投票用紙、外封、護封に関する取扱いを明記し、保管の年限を２年に変更するため字句を整理

	
	
	

	第１５節　開票立会人
	第１５節　開票立会人
	


	
	
	

	（開票立会人の選出）
第６４条　開票立会人が欠けたとき、又は定数に満たないときは、開票　管理者は、当該選挙区内の選挙人のうちから、選挙長の承認を受け、　２人に達するまで開票立会人を選出しなければならない。
	（開票立会人の選出）
第６４条　開票立会人が欠けたとき、又は定数に満たないときは、開票　管理者は、選挙人のうちから、選挙長の承認を受け、定員に達するまで開票立会人を選出しなければなら　ない。
	第４４条の変更と整合を図るため、字句を整理

	
	
	

	第１６節　開票及び開票所
	第１６節　開票及び開票所
	

	
	
	

	（開函）
第６８条　開票管理者は、すべての　投票函の送致を受けたとき、直ちに開票立会人の立会いを得て、開函　する。
	（開函）
第６８条　開票管理者は、すべての　投票函の送致を受けたとき、直ちに開票立会人の立会を得て、開函　　する。
	錯誤修正



	２　開票管理者は、開票立会人の立会いのうえ、当該開票区の投票函全部を一度に開き、投票用紙を取り出し、開票立会人とともに混同して開票し、次条から第７１条までの規定により点検する。

	２　開票管理者は、開票立会人の立会のうえ、当該開票区の投票函全部を一度に開き、投票を取り出し、開票立会人とともに混同して開票し、　点検する。
	錯誤修正



	（投票の効力）

第７０条　開票管理者は、投票に疑義があるときは、開票立会人の意見を聞いて、その効力を決定する。
	（投票の効力）

第７０条　開票管理者は、投票に疑義があるときは、開票立会人の意見を聞いて、その効力を決定する。

	

	（仮投票の効力）

第７１条　第４９条第２項の規定による仮投票があるときは、開票管理者は、開票立会人の意見を聞いて、投票の効力を決定する。
	（仮投票の効力）

第７１条　第４９条第２項の規定による仮投票があるときは、開票管理者は、開票立会人の意見を聞いて、その効力を決定する。
	

	
	
	

	（投票用紙及び開票録の保管）
第７２条　開票済みの投票用紙は、投票の有効又は無効を区別し、第７４条によって作成した開票録のうち１通とともに選挙期日から２年間開票管理者において保管しなければならない。
	（投票及び開票録の保管）
第７２条　投票は、有効又は無効を区別し、第７４条に規定する開票録とともに、議員の任期中、開票管理者において保管しなければならない。
	投票用紙及び開票録の保管期限を第２８条に合わせ変更し、字句を整理

	
	
	

	第１７節　選挙会
	第１７節　選挙会
	

	
	
	

	（選挙会）
第７５条　選挙長は、当選人を確定　するため、選挙会を開催する。この場合において、あらかじめ選挙会の場所及び日時を当該選挙区内の選挙人に教区長を通じて告知しなければならない。

	（選挙会）
第７５条　選挙長は、当選人を確定　するため、選挙会を開催する。この場合において、あらかじめ選挙会の場所及び日時を当該選挙区内に公示しなければならない。
	選挙会に係る事務について明確化を図るため、字句を整理

	２　選挙会は、選挙期日後７日以内に行わなければならない。ただし、　天災その他の理由によって、その　期日を変更する必要がある場合は、この限りでない。
	２　選挙会は、選挙期日後７日以内に行わなければならない。ただし、　天災その他の理由によって、その　期日を変更する必要がある場合は、この限りでない。

	

	３　前項ただし書きのとき、選挙長は、変更した選挙会の日時について、当該選挙区内の選挙人に教区長を通じて告知しなければならない。
	３　前項の場合においては、選挙長は、その期日の変更を教区長を通じて選挙人に通知しなければならない。

	条文の明確化を図るため、字句を整理

	４　２宗務所以上にわたる選挙区の　選挙長は、第１項及び前項に定める告知をしたとき、同時にその告知　したものを同一選挙区内の他の宗務所長に文書をもって通知しなければならない。
	４　２宗務所以上にわたる選挙区の　選挙長は、前項の通知と同時に他の宗務所長に文書をもって通知しなければならない。
	条文の明確化を図るため、字句を整理

	
	
	

	（準用規定）
第７６条　第４２条から第４５条までの規定は、選挙会について準用する。この場合において、これらの　規定中「投票立会人」とあるのは「選挙立会人」と、「投票所」と　あるのは「選挙会」と、「投票管理者」とあるのは「選挙長」と、第　４２条第２項中「選挙期日前３日」とあるのは「選挙会の前３日」と　読み替えるものとする。
	（準用規定）
第７６条　第４２条から第４５条までの規定は、選挙会について準用する。この場合において、これらの　規定中「投票立会人」とあるのは「選挙立会人」と、「投票所」と　あるのは「選挙会」と、「投票管理者」とあるのは「選挙長」と、第　４２条第２項中「選挙期日前３日」とあるのは「選挙会の前３日」と　読み替えるものとする。
	

	２　前項に定めるほか、２宗務所以上にわたる選挙区の選挙長は、他の　宗務所の開票管理者及び開票立会人に選挙会の参観を求めなければならない。ただし、第３５条第３項に　よって行う選挙会については、この限りでない。
	
	投票選挙の選挙会について、開票管理者及び開票立会人の参観を求めるため、第２項を新設

	
	
	

	（開票録の審査）
第７７条　選挙長は選挙会において、選挙立会人の立会いを得て、各開票管理者から送付された開票録を審査する。

	（開票録の審査）
第７７条　選挙長は、選挙会において選挙立会人の立会を得て、各開票管理者から送付された開票録を審査する。
	錯誤修正

	２　前項の開票録に明らかに誤りがあると認める場合においては、選挙長は、選挙会を一時中止し、開票録を開票管理者に差し戻すものとする。
	２　前項の開票録に明らかに誤りがあると認める場合においては、選挙長は、選挙会を一時中止し、開票録を開票管理者に差し戻し、開票立会人の意見を聞き、速やかに訂正させたうえ、選挙会を再会して審査する。
	開票事務の明確化を図るため、条文中の一部を新設する第　３項及び第４項に　移設し、字句を整理

	３　前項により、開票録の差し戻しを受けた開票管理者は、直ちに開票　立会人の意見を聞き、開票録を訂正して選挙長に提出しなければなら　ない。
	
	第３項を新設し、　前項より開票管理者の事務手続について移設整理

	４　選挙長は、前項による開票録の　提出を受けたのち、選挙会を再開　する。

	
	第４項を新設し、　前項より再開する　選挙会の事務手続に　ついて移設整理

	
	３　選挙長は、選挙会において選挙　立会人の立会を得て、候補者の被選挙権の有無及び本章第８節の規定による手続につき審査する。
	第７７条の２新設に伴う、削除

	
	４　選挙長は、第１項の開票録に疑義があるときは、選挙会において選挙立会人との合議により、その処分を決定する。
	第７７条の３新設に伴う、削除

	
	
	

	（被選挙権及び候補者届並びに候補者推薦届の審査）

第７７条の２　選挙長は、選挙会において、選挙立会人の立会いを得て、候補者の被選挙権及び候補者届並びに候補者推薦届について、第３５条第４項の規定により審査する。
	
	被選挙権等の審査　手順を明確にするため現行第７７条第３項から移設し、字句を整理

	
	
	

	（選挙会における疑義）

第７７条の３　選挙長は、選挙会において前２条の審査における疑義が　生じたときは選挙立会人との合議により、その処分を決定する。

	
	第７７条第４項から移設し、字句を整理

	（選挙録等の作成等）
第７９条　選挙長は、次の各号に掲げるものを各２通作成し、選挙立会人とともに署名押印しなければならない。


	（選挙録の作成等）
第７９条　選挙長は、選挙会の経過　及び結果を記録した宗議会議員選挙録（様式総務第１６号又は様式総務第１７号）２通を作成し、選挙立会人とともに署名押印のうえ、その　１通を封印して、即日一般書留郵便又は簡易書留郵便で総務部長に送付し、他の１通は議員の任期中保管　しなければならない。ただし、やむを得ない事情がある場合においては、選挙立会人の同意を得て、これを翌日送付することができる。
	見出しを変更
選挙録等の作成事務を明確にするため、　号及び他の項に移設し、条文を整理

	（１）第７７条による選挙会の結果を記録した選挙録（様式総務第１６号）
	
	選挙録作成について号を新設

	（２）投票による選挙であったときは、開票録の審査の経過に関する開票録審査書（様式総務第１７号の１）
	
	投票による選挙であったとき、開票録審査書作成について、様式を設け、号を　新設

	（３）第７７条の２による審査を記録した候補者被選挙権及び候補者届審査書（様式総務第１７号の２）
	
	候補者の被選挙権及び候補者届の審査について、様式を設け、号を新設。

	２　前項によって作成した第１号から第３号までのものについて、選挙長は、各１通は選挙会を開催した日に一般書留郵便又は簡易書留郵便で総務部長に送付し、各１通は選挙期日から２年間保管しなければならない。

	
	第２項を新設し、　前項より選挙録等の送付と保管を移設整理（保管期間については、議員任期中との定めを、第２８条による欠員補充と　合わせ２年とする）

	３　前項に定める選挙会を開催した日に総務部長に送付することについて、やむを得ない事情がある場合において、選挙長は、選挙立会人の同意があったときは、選挙会を開催した日の翌日に送付することに変更することができる。
	
	現行第７９条ただし書きを移設整理し、第３項を新設

	
	
	

	第１８節　当選人
	第１８節　当選人
	

	
	
	

	（当選の通告）
第８１条　当選人が定まったときは、選挙長は、直ちに当選の旨を当選人に通告しなければならない｡
	（当選の通告）
第８１条　当選人が定まったときは、選挙長は、直ちに当選の旨を当選人に通告しなければならない。
	

	
	２　当選人は、当選を辞退しようと　するときは、当選の通告を受けた日から１０日以内に、その旨を選挙長に届け出なければならない。
	第８１条の２に移設に伴う削除。

	
	３　前項の期間内に当選人が当選辞退の届出をしないときは、その当選を承諾したものとみなす。

	第８１条の２に移設に伴う削除。

	（当選の承諾及び辞退）

第８１条の２　前条の通告を受けた当選人は、１０日以内に、選挙長に当選の承諾の表示又は当選の辞退の届け出をしなければならない。

	
	第８１条から移設し、当選人による　当選通告後における承諾又は辞退に関する手続の明確化を図るため字句を整理。

	２　前項の期間を超えても、なお当選人が当選の承諾の表示又は当選の　辞退の届け出をしないときは、当選人はその当選の承諾を表示したものとみなす。

	
	第８１条から移設し、当選承諾のみなし規定に関し、手続の明確化を図るため字句を整理。

	（当選証書の交付）
第８２条　当選人が、当選の承諾を表示したときは、選挙長は、当該当選人に当選証書（様式総務第１８号）を交付し、その旨を総務部長に報告　しなければならない。
	（当選証書の交付）
第８２条　当選人が当選を承諾した　ときは、選挙長は、当該当選人に　当選証書（様式総務第１８号）を　交付し、その旨を総務部長に報告　しなければならない。
	第８１条変更に伴い字句の整理

	
	
	

	第３章　副貫首選挙
	第３章　副貫首選挙
	

	
	
	

	（被選挙権者）
第９１条　副貫首選挙の候補者（以下「副貫首候補者」という。）となるには、第８９条第１項による公示の日の前日において、権大教正の僧階を有し、かつ本宗の寺院住職でなければ被選挙権を有しない。
	（被選挙権者）
第９１条　副貫首選挙の候補者（以下「副貫首候補者」という。）となるには、権大教正の僧階を有する住職である者でなければ被選挙権を有しない。
	被選挙権について　明確化を図るため、字句を整理

	
	
	

	（供託）
第９３条　推薦届出人は、候補者１人について１００万円に相当する額面の普通郵便為替証書（ゆうちょ銀行が発行したものに限る。）を、その届出と同時に選挙長に供託しなければならない。
	（供託金）
第９３条　推薦届出人は、候補者１人について１００万円を、その届出と同時に選挙長に供託しなければならない。
	見出しを変更
第３０条の変更に伴い、字句を整理

	
	
	

	（無投票）

第９６条　副貫首候補者が１人の　　とき、又は１人となったときは、無投票とする。
	（無投票）

第９６条　副貫首候補者が１人の　　ときは、無投票とする。
	字句を整理

	
	
	

	（選挙会）
第９８条　選挙長は、選挙期日後２０日以内の日を定め選挙会を開催し、開票管理者から送付された開票録を審査する。
	（選挙会）
第９８条　選挙長は、選挙期日後２０日以内の日を定め選挙会を開催し、開票管理者から送付された開票録を審査する。
	

	２　選挙会の期間は、３日以内とする。
	２　選挙会の期間は、３日以内とする。
	

	３　第３５条第３項及び第４項の規定は、第９６条の場合について、準用する。
	３　第３５条第２項の規定は、第９６条の場合について、準用する。
	第３５条の変更に伴い準用規定の字句を整理

	
	
	

	第４章　宗務所長選挙
	第４章　宗務所長選挙
	

	
	
	

	（様式）
第１０３条の２　副貫首選挙の様式は、次の各号の掲げるところにより使用する。
　（１）・・・・・。
	（様式）
第１０３条の２　副貫首選挙の様式は、次の各号の掲げるところにより使用する。
（１）・・・・・。
	

	～
	～
	

	（16）・・・・・。
	（16）・・・・・。
	

	２　副貫首選挙の選挙録の様式は、　様式総務第１６号、様式総務第１７号の１又は様式総務第１７号の２の例による。
	２　副貫首選挙の選挙録の様式は、　様式総務第１６号又は様式総務第　１７号の例による。
	第７９条の変更に伴い、字句の整理

	（供託）
第１０６条　宗務所長の候補者届又は候補者推薦届を届け出しようとする者は、候補者１人について１０万円に相当する額面の普通郵便為替証書（ゆうちょ銀行が発行したものに限る。）を、その届出と同時に選挙長に供託しなければならない。
	（供託金）
第１０６条　宗務所長の候補者届又は候補者推薦届を届け出しようとする者は、候補者１人について供託金　１０万円をその届出と同時に選挙長に供託しなければならない。

	見出しを変更
第３０条の変更に伴い、字句を整理

	
	
	

	第５章　禁止行為
	第５章　禁止行為
	

	
	
	

	（禁止行為）
第１０８条　本宗の僧侶は、この規程に定める選挙に関し、次の各号に掲げる行為をし、又はさせてはならない。
	（禁止行為）
第１０８条　本宗の僧侶は、この規程に定める選挙に関し、次の各号に掲げる行為をし、又はさせてはならない。
	

	　（１）　当選を得若しくは得しめ、又は得しめない目的で、選挙人に対し金銭、物品その他の利益を供与し、若しくは饗応接待をし、又はこれらの供与を受け、若しくは饗応接待を受けること。
	　（１）　当選を得若しくは得しめ、又は得しめない目的で、選挙人に対し金銭、物品その他の利益を供与し、若しくは饗応接待をし、又はこれらの供与を受け、若しくは饗応接待を受けること。
	

	　（２）　候補者であること、又は　候補者となろうとすることを止めさせる目的で、候補者であること、又は候補者になろうとする者に対し、前号の　行為をすること。
	　（２）　候補者であること、又は　候補者となろうとすることを止めさせる目的で、候補者であること、又は候補者になろうとする者に対し、前号に　掲げる行為をすること。
	

	　（３）　当選を辞退させる目的で、当選人に対し、第１号に掲げる行為をすること。
	　（３）　当選を辞退させる目的で、当選人に対し、第１号に掲げる行為をすること。
	

	　（４）　前３号に掲げる行為に関し供与する約束をして誘導し、又はその誘導に応ずること。
	　（４）　前３号に掲げる行為に関し供与する約束をして誘導し、又はその誘導に応ずること。
	

	　（５）　他の候補者がおこなう選挙活動において、集会等における　演説を妨害し、又はその他偽計　詐術等不正の方法をもって選挙の　自由を妨害すること。
	
	選挙妨害について、第５号を新設

	　（６）　投票用紙を偽造し、若しくはその数を増減し、その他　不正の方法をもって選挙の　効力を妨げ、又は妨げさせること。
	　（５）　投票用紙を偽造し、若しくはその数を増減し、その他　不正の方法をもって選挙の　効力を妨げ、又は妨げさせること。
	第５号新設に伴う、号の繰下げ

	　（７）　宗務所長及び教区長である者が、その地位を利用して、特定の候補者のため選挙活動又は選挙活動の援助を行い、選挙の公正を疑わしめること。
	
	宗制意見部の意見決定を禁止規定に追加するため、号を新設

	　（８）　投票所において、投票に関する協議又は勧誘をし、その他の秩序をみだすこと。
	　（６）　投票所において、投票に関する協議又は勧誘をし、その他の秩序をみだすこと。
	第５号、第７号新設に伴う、号の繰下げ

	　（９）　選挙に関する文書類を変造若しくは偽造又は破棄する　こと。
	　（７）　選挙に関する文書類を変造若しくは偽造又は破棄する　こと。
	第５号、第７号新設に伴う、号の繰下げ

	
	
	

	　　　附　則（　 年　 月　 日）

１　この変更規程は、曹洞宗規則の　一部を変更する規則施行の日（平成

　　　年　　月　　日）から施行し、この変更規程施行後それぞれ最初に執行される宗議会議員総選挙、副　貫首選挙及び宗務所長選挙から適用する。

２　この変更規程施行の際、現に存する従前の規定による宗議会議員、　副貫首及び宗務所長は、それぞれ　この変更規程により選出されたものとみなす。
	
	


別紙第１（第３７条の２関係）

	変　更　案

	
	

	

平成　年　月　日執行
宗議会議員選挙投票

第何区
選挙長印


	
大本山總持寺系

候補者
氏　　名
大本山永平寺系

候補者
氏　　名


	


別紙第１（第３７条関係）
	現　　　行

	
	

	

平成　年　月　日執行
宗議会議員選挙投票

第何区
選挙長印


	
總持寺系

候補者
氏　　名
永平寺系

候補者
氏　　名



別表第２（第３７条の２関係）
	変　更　案

	

平成　年　月　日執行
宗議会議員選挙投票

第何区
選挙長印


	





別表第２（第３７条関係）
	　　現　　　行

	

平成　年　月　日執行
宗議会議員選挙投票

第何区
選挙長印


	
何寺系
候補者
氏　　名




表　　面





１２８ミリ





９１ミリ





裏　　面





（日本標準規格　Ｂ７版）





表　折目





１２８ミリ





９１ミリ





裏　折目





（日本標準規格　Ｂ７版）





表　　面





１２８ミリ





９１ミリ





裏　　面





大本山何寺系


候 補 者


氏    名





（注）永平寺系、總持寺系の系別を刷りこむこと





（日本標準規格　Ｂ７版）





表　折目





１２８ミリ





９１ミリ





裏　折目





（注）永平寺系、總持寺系の系別を刷りこむこと





（日本標準規格　Ｂ７版）
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